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Abstract:  

 Two years ago, Industrie4.0 of Germany was greeted with an impact to this country. 

From that time on, motley groups or associations had participated or been organized in 

the government and industries. Since last year, several reports are issued from these 

groups and associations. 

These reports and related literatures are studied to analyze the progresses of the 4th  

Industrial Revolution in this country. As the result of study, it has been observed that 

original activities of this country are being tried, playing second fiddle, although these 

activities are limited to one or two associations participated.  

要旨 

 2 年前に、ドイツのインダストリー4.0 が我が国に衝撃をもって迎えられた。以来、官民

に、種々の団体が関与あるいは編成された。昨年来、それらの組織から幾つかの報告書が

発刊されている。そこで、それらの報告書と関連文献から、わが国の第 4 次産業革命の進

捗状況を分析した。その結果、後塵を拝しながらも、一、二の団体ではあるが、我が国独

自の活動が行われようとしていることが判明した。 
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1. はじめに 

インダストリー4.0(I4.0)とインダストリアル・インターネット(IIC)に倣い、遅まきなが

ら、わが国でも新産業革命が推進されており、日本電機工業会(JEMA) (2016)1によると、

総務省（3課）と経済産業省（4課）により、既に 11団体が立ちあげられている。 

その内、海外の団体と何らかの関係があるのは、ロボット革命イニシャティブ協議会(RRI)

（日本機械工業連合会）とJEMAの２団体で、RRIはドイツのPlatform Industrie4.0(PI4.0)

と協定を結び、JEMA はドイツ電気・電子工業連盟(ZVEI)、IIC とシンガポール産業自動

化協会(SIAA)と情報共有することになっている。 

そして、RRI によると、上記 11 団体の中の 2 つ、IoT 推進ラボ（IoT 推進コンソーシア

ム）とインダストリアル・バリューチェーン・イニシャティブ(IV-I)と連携して進めるとの

ことである。（三島一孝(2016)2） 

このような状況について具体的に述べ、それらについて考察する。 

 

2. 海外動向 

ドイツでは、2012年 3月にハイテク戦略のアクションプランが発表され、初めて「イン

ダストリー4.0という言葉が登場した3。2013年４月に、産官学共同のアクションプラン「イ

ンダストリー4.0」が発表され、引き続いて 2015年４月には、その実践戦略が発表された。  

一方、米国では、2014年 3月に、AT&T、シスコ、GE、IBM、インテルが「インダスト

リアル・インターネット・コンソーシアム」を設立し、さらに政府が既に設立済みの「ビ

ッグデータイニシャティブ」（2012 年 3 月）4に加えて、昨年 2015 年 7 月に「国家戦略・

コンピューティング・イニシャティブ」5を、9月に「スマート・シティ・イニシャティブ」

6を設立（いずれもビッグデータを必要な要素にしている）7している。 

しかも、この 3月に、プラットフォーム・インダストリー4.0とインダストリアル・イン

ターネット・コンソーシアムの代表はスイスのチューリッヒで会合を開き、それぞれがア

ーキテクチャーに関して行っている活動、つまりインダストリー4.0リファレンス・アーキ

テクチャー・モデル（RAMI4.0）とインダストリアル・インターネット・リファレンス・

アーキテクチャー（IIRA）について、この 2つを整合させる可能性について検討を行った。

この会合は成功裏に終わり、共通の認識として 2 つのモデルが補完し合うものであること

が確認され、最初のドラフトマッピングで両モデルの要素間に直接の関係があること、そ

して今後の相互運用性を確実にするための明確なロードマップが示された(Business 

Wire(2016)8)。その両アーキテクチャーを図 1に示す。 

 

3. ドイツ Industrie 4.0 

岩本晃一(2016)9によると、「1989年、ドイツは東西統一で生産性の低い東独を抱え込み、

「欧州の病人」と呼ばれるほど経済がガタガタになったが、その後、ドイツ連邦政府によ

るマクロ改革である「シュレッダー改革」と地方政府によるミクロ改革である「産業クラ



 

 

総合知学会誌 Vo.2015/1 

229 

 

スタ 

図 1 IIRAと RamI4.0 

ー政策」により、わずか十数年で「独り勝ちのドイツ」と呼ばれるまで経済再生に成功し

た。だが、2010 年頃になるとドイツでは、「シュレッダー改革」「産業クラスター改革」が

既に飽和状態に達して生産性の伸びがほとんど見られなくなった。一方、好調な経済成長

の成果配分を求める労働者の声を反映して、賃金は上昇し、両者の乖離が顕著になった（図

2）。 

そのため、ドイツ政府は、今後の経済発展の原動力となる成長戦略を必要としていた。 

 

      図 2 ドイツにおける生産性増加率と賃金増加率の推移 

（出典 欧州の競争力に学ぶ、経済同同友会、2015年 4月、No.2015-3） 

 そして、2013年 4月、”Recommendations for implementing the Strategic initiative 

INDUSTRIE4.0, Final report, April 2013”が公表された。さらに、2015年 4月、BITKOM 

(Federal Association for Information Technology, Communications and New Media)、

VDMA (German Engineering Federation)、ZVEI (German Electrical and Electronic 

Manufacturers’ Association) により、研究ロードマップ(2015)10（図 3）が発表された。 

わが国では、Ind.4.0というと、「3.生産システムのネットワーク化と垂直統合」について
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多く語られているが、「1.バリューネットワークを横断する水平統合」が第一に挙げられて 

 

             図 3 研究ロードマップ 

おり、しかも、その中で「ビジネスモデルのための方法」が、既に完了される予定になっ

ていることを忘れてはならない。さらに、二番手として、「2.バリューチェーンを端々

(End-to-End, E2E)まで横断するエンジニアリング」が挙げられており、その中で「実相界

と仮想界の統合」と「システムズエンジニアリング」が、それぞれ 2018年と 2025 までに

完了することになっている。しかも、「システムズエンジニアリング」は、直接英語 Systems 

Engineeringと書かれている。これは、おそらくシステムエンジニアリングについての国際

的な組織（INCOSE：The International Council on Systems Engineering）を念頭に置い

ているのではなかろうか。 

なお、INCOSEには著名なシステム設計の V字モデルがあるが、システム要求は出発点

として与えられており、このモデルの中に組み込まれていない。システム要求は、少なく

とも、ビジネスモデルと首尾一貫性がなければならないし、できればシステム要求開発の

流れの中に、すなわち V 字モデルの一環として、組み込まれるのが望まれる。図 3 では、

そのような関連が考えられていないように思われる。 

また、「実相界と仮想界」の統合(Integration von realer und vertueller welt)は、仮想界

の存在を認知したもので、まさに後述するように、我が意を得たものと言いたいところで

あるが、ビジネスモデルの機能を人間系（実相界）とシステム系（仮想界）に、しかるべ

きインターフェイスで、どのように分割すべきが解決すべき問題であると考えると、その

「統合」という言葉は不適当なのではなかろうか。 

さらに、もとに戻って、「バリューネットワークを横断する水平統合」、あるいはその「端々

2015 2018 2025

新ビジネスモデルのための方法

枠組み-価値創造ネットワーク
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ミクロエレクトロニクス

安全と保安

データ分析

インダストリー4.0の用語と意味

法的大枠条件

研究とイノベーション： 実現を目指す研究ロードマップ
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まで横断するエンジニアリング」では、チェーンの終端はマーケティングに終わる筈であ

り、そのような記述はあるが、少なくとも最近までは、具体例が聞こえてこなかった、多

分十分に議論されていないのではなかろうか。あるいは、製造業を起点とする考え方の限

界なのであろうか。 

 

4. 米国 Industrial Internet 

一方、インダストリアル・インターネット・コンソーシアム(IIC)では、その提供物

(Deliverables)(2015)11は協定(Conventions)、原則(Principles)、実践(Practices)を記述する

アーキテクチャフレームワークであり、それは ISO/IEC/IEEE 42010:2011Architechture 

description12に基づいているとし、4つの主要範疇として、ビジネス、利用、機能、実行の

視点をあげている。なお、機能領域では、ビジネスと感覚(Sense)と作動(Actuation)を含む

制御が運用、情報とアプリケーションの 3 つの両方向の流れで繋がれている。そして、対

象とする産業領域としては、エネルギー、医療、製造、公共、運輸の 5つを挙げている。 

しかし、図 3に示すような Ind.4.0のロードマップのようなものは発表されていない。そ

の代わりと言えないかもしれないが、事例研究すなわち Industrial Internet in Action 

(2016/07)13として、通信(2)、エネルギー(10)、医療(1)、製造(5)、安全(4)、運輸・流通(3)

の 6 分野、25 件があげられている。しかし、プロセス産業に関するものは、1 件でそれも

ビールの流通システムを取り上げたもので製造工程のものではない。 

 

5. わが国の取り組み 

5.1.  関連する団体 

この 5月に発行された日本電機工業会(JEMA)による製造業 2030(2016)（前出）によると、

総務省（3 課）と経済産業省（4 課）により、図 4 に示すように、既に 11 団体が立ちあげ

られている。その内、海外の団体と何らかの関係があるのは、ロボット革命イニシャティ

ブ協議会(RRI)（日本機械工業連合会(JMA)）と JEMAの２団体で、RRIはドイツのPlatform 

Industrie4.0(PI4.0)と協定を結び、JEMAはドイツ電気・電子工業連盟(ZVEI)、IICとシン

ガポール産業自動化協会(SIAA)と情報共有することになっている。そして、RRIによると、

上記 11 団体の中の 2 つ、IoT 推進ラボ（IoT 推進コンソーシアム）とインダストリアル・

バリューチェーン・イニシャティブ(IV-I)と連携して進めるとのことである。（三島一孝

(2016)14） 

次に、昨年から現在に至るまでの関連団体などの報告書について時系列的に述べる。 

 

5.2.  ロボット革命イニシャティブ協議会 

当該協議会には、IoT による製造ビジネス変革 WG、ロボット利活用推進 WG とロボッ

トイノベーションWGの 3つがあるが、このうち IoTによる製造ビジネス変革WGから昨

年 12月に「中間とりまとめ」が発表されている。 
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そのなかで、検討の範囲（スコープとフレーム）として、①検討範囲(a)－業務の変革、 

図 4 スマートマニュファクチャリングに関連する団体 

②検討範囲(b)－企業間の変革、③検討範囲(c)－技術(IoT)がもたらす新たな価値の変革を上

げている。そして、この③項目について次の説明と図（図 5）を示している。 

③検討の範囲(c)－技術(IoT)がもたらす新たな価値の変革 

 技術(IoT)により、１社の設備機器のみならず、他社の設備機器、関係するモノ・コト、

関係者コミュニティも含め、これらをつなげて新たな高い価値を生み出して豊かなユー

ザエクスペリエンスを提供するプラットフォームとして図 5を示している。 

 

 

 

図 5  IoTプラットフォーム 

 この図は、設備機器に基点を置いているものと思われる。ユーザだけでなく企業自体も
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革命的変動の真っただ中にあるということが認識されていないのではなかろうか。 

 

5.3.  第 5次科学技術基本計画 

本年 1月に第 5次基本計画（内閣(2016)15）が閣議決定された。その第 2章「未来の産業

創造と社会変革に向けた新たな価値創出の取組」の(2)項「世界に先駆けた「超スマート社

会」の実現(Society 5.0)」に以下のように述べられている。 

今後、ＩＣＴは更に発展していくことが見込まれており、従来は個別に機能していた「も

の」がサイバー空間を利活用して「システム化」され、さらには、分野の異なる個別のシ

ステム同士が連携協調することにより、自律化・自動化の範囲が広がり、社会の至るとこ

ろで新たな価値が生み出されていく。これにより、生産・流通・販売、交通、健康・医療、

金融、公共サービス等の幅広い産業構造の変革、人々の働き方やライフスタイルの変化、

国民にとって豊かで質の高い生活の実現の原動力になることが想定される。 

こうしたことから、ＩＣＴを最大限に活用し、サイバー空間とフィジカル空間（現実世

界）とを融合させた取組により、人々に豊かさをもたらす「超スマート社会」を未来社会

の姿として共有し、その実現に向けた一連の取組を更に深化させつつ「Society 5.0」（狩猟

社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続くような新たな社会を生み出す変革を科学技術

イノベーションが先導していく、という意味を込めている）として強力に推進し、世界に

先駆けて超スマート社会を実現していく。 

この文章を読む限り、インダストリー4.0の基本的な考え方を産業界という枠を一般社会

にまで拡大しており、基本計画として頼もしい限りであるが、この中に「サイバー空間を

利活用」としてという表現がある。この『利活用』という言葉は、お役所言葉で、一時「IT

の利活用」というように盛んに使われており、もしそのような理解が今回もされているの

であれば全くの期待外れと言わざるを得ない。 

 

5.4.  製造業 2030 

本年 5月に、日本電機工業会（スマートマニュファクチャリング特別委員会）(2016)（前

出）が発刊したものである。そして、以下のように述べられている。 

・将来像の要件設定 従来，日本の産業は，欧米の産業を手本としてきた。しかし，近

年，欧米に追いついたとの認識から，日本は手本を失い，失われた 20年に突入したと言え

る。今日，私達は自ら将来を描かなければならない。  

第 4次産業革命や IoT化を議論する上で，第 4次産業革命は変革のプロセスを示し，IoT

は手段を示しているが，どのような未来になるかは何も語ってはいない。企業が実際に何

をしていけばいいのかを考えるには，何らかの将来像が必要となる。未来は誰も予測でき

ないことは過去が証明している。重要なのは，将来はこうなるであろうと想定し，その根

拠や仮説を考え，未来を創造していくことである。 

・Flexible Business and Manufacturing (FRM)時代の到来 生み出すべきソリューショ
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ンは何か(ユーザへの価値)，何を改善したものか(設計による価値)，どのようにそれを実現

するか(生産技術による価値)，納入後のサポートはどうするか(運用・保守面での価値)が、

極めて短時間で判断・検証され，効率よく実行に移される。生産を含むこれら製造者のビ

ジネス機能群がリアルタイムに，かつフレキシブルに生体の細胞のように働き，ときには

ビジネスモデルや機能の組合せをも変化させる，2030 年はこのような Flexible Business 

and Manufacturing(FBM)が社会を支えている時代と想定される。 

・将来像について 今回，これらの動向から将来を描こうと試みたが，我々が方法論を

持ち合わせなかったので残念ながらうまく描けなかった。デザインシンキングなどの方法

論を我々ももっとよく理解しなければならない。さらに，国として，電機業界として，こ

れらの動向を元にした SWOT分析まではできなかった。本来は将来について幾つかの像を

描き，シナリオ分析も必要であろう。 動向からの将来像を想像することを諦め，現在起き

ている象徴的なことを元に将来像を検討した。－a)メガ企業型：アジア新興国に建設されて

いる巨大工場、b)企業ネットワーク型：メーカムーブメントから想像されるネットワーク型

小規模工場－議論の中で、実はこの 2 つが似ている面が注目された。そうした結果を受け

て FBMという概念が生まれた。 

 この記述中の「これらの動向から将来を描こうと試みたが，我々が方法論を持ち合わせ

なかったので残念ながらうまく描けなかった。・・」というくだりは不必要である。まして、

わざわざデザインシンキングとか SWOT分析などのバズワード化しかかっているような言

葉などを重ねるべきではなかろう。「将来像の要件設定」で反省しておきながら、まだ「手

本」を求めているのは残念である。 

 

5.5.  インダストリアル・バリューチェーン・イニシャティブ白書 

本年 6月に IV-Iから白書(2016)16が発刊された。それは、WP01: IoTメガトレンド 2045、

WP02: 現場学のためのシステム理論、WP03: ゆるやかな標準による新たな連携、WP04: 

つながる工場の業務シナリオの 4つである。そのうち、WP01では次のように述べている。  

「デジタルでつながる世界を 3 つに分類したい。一つは、B2C、つまり消費者にサービ

スを提供するためのプラットフォームである。また、提供されたサービスの質や価値を高

めるためのプラットフォームとして C2C、つまり消費者同士をつなげるプラットフォーム

も必要だろう。そして３つ目が、ビジネスの主体同志をつなぐ B2B のプラットフォーム、

あるいは企業体内部のプラットフォームとなる。 

さらに、究極の IoT によってすべてのモノがつながり、すべてのコトが関係づけられる

と、モノの移動、ひとの移動をともなわない限り、場所や規模の制約が限りなくゼロに近

づく。価値ある情報を生み出す能力、価値ある情報をつなげる能力など、知的生産性が重

視され、そうして蓄積された知的財産の量が企業の競争力の源泉となるだろう。これが意

味するのは、現在の大企業と中小企業の関係におけるパワーバランスの変化、そして大都

市に拠点をおく企業と、地方に拠点を置く企業とのパワーバランスの変化である。」 
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ドイツ： アメリカ：

通信環境は悪い 通信環境は良好

製造業の競争力が最重要 → センサーからのデータを収

→ 工場内のIoT化に特化 集する「ビッグデータ処理」

「単品生産」「カスタマイズ生 が主流

産」が主流 「データ処理」が特異な米国人

「機械」が得意なドイツ人の発想 の発想

日本：

通信環境は良好 → M2Mを推進

工場内の「見える化」により、コストダウン・人員削減

徹底的に現場の合理化を進めないと気が済まない日本人

の発想

売

上

げ

増

合

理

化

効

率

化

 

5.6.  日本・独逸・米国の比較 

岩本晃一(2016)（前出）が、次のように述べている。 

「いま、各国は、国内事情や自国民の感性に沿った形で、IoT/インダストリー4.0 を進めて

いる。ドイツは、通信環境が悪く、かつ製造業の国なので、国民の関心は工場の中に向い

ている。最近まで、工場内の IoT に特化し、「単品生産」「カスタマイズ生産」が主流であ

った。すなわち「機械」が得意なシーメンス的発想である。米国は、通信環境は良好であ

るため、ビッグデータを収集し、処理することにより巨大な富を手にしようとする試みで

ある。日本は、米国同様に通信環境は良好であるため、M2M が展開されようとしているが、

主流は工場内の「見える化」によるコストダウン・人員削減である。徹底的に現場の合理

化を進めないと気が済まない日本人の発想である。以上のとおり、ドイツと米国は、効率

化はほどほどにして新ビジネスによる売上げ増を目指しているが、日本は、売上げ増より

も、徹底的なコスト削減を指向している。これから、世界中で IoT/インダストリー4.0 関係

の投資が活 

発に行われる兆しがあるが、世界に比べて日本での投資が少なく、しかも企業の売り上げ

を増やす方向でなく、コスト削減や人員削減の合理化投資をするのであれば、日本の景気

を上向かせる方向には働かない可能性がある。世界中で IoT/インダストリー4.0 関係の投資

が活発に行われ、好景気に沸いても、日本では好景気は出現しないかもしれない。」 

 そして、次の図 6を掲載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6  日・独・米の IoTの取組比較 

 残念ながら、的を射た見解と言えよう。もともと、IoT に限らず、わが国は、「最適化＝

最小コスト」というパラダイムによって、社会全体が支配されており（小松昭英(2015)17）、 
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その過ちに気付くことなく、過ちを繰り返していくのであろうか。 

 

6. 考察 

わが国の第 4 次産業革命は、残念ながら、ドイツのように産官学が一体となって、それ

を計画し実行しているとは言えないが、やっと政府も含め関連団体が出揃った状況である。

したがって、まだ統一的な方向付けはできていないと言えよう。 

例えば、RRI では、設備機器からユーザエクスペリエンスまでの視野の狭いプラットフ

ォームしか想定していない。内閣の第 5 次科学技術基本計画では、「産業革命に限定せず、

社会革命も視野に入れているのは良しとしても、「サイバー空間を利活用」するというよう

な的外れの表現が見受けられる。JEMAでは、FRMという旗印を掲げながら、その推進に

は何故か及び腰である。そういう意味では、IV-I が一番真っ当で世界にも通用する言葉、

例えば B2B, B2C, そして C2C を新たに標榜しているだけでなく、日本的な現場主義を掲

げているのは頼もしい限りである。 

一方、米国を代表する新産業革命の中心的存在である GE は、The Future of Work 

(2014)18で、ブリリアントファクトリーとかアドバンストマニュファクチャリングを強調し

ており、サービス化を標榜してはいるが、やはりどちらかと言うと M2Mと B2B に重点を

置いており、消費者向けのマーケティングまでは考えていないように思われる。 

また、ドイツの場合（岩本晃一(2016)（前出））も、無人化全自動工場は技術的にかなり

難しいことが分かるとともに、労働組合の牽制もあり、また米国で出現しつつある新しい

ビジネスモデルに脅威を感じて、基本コンセプトの見直しの段階にあるとも言われている。 

振り返って、わが国が考えなければならないのは、欧米とは異なる視点でアセアン諸国

との共生を、この新産業革命を通じて実現することではなかろうか。それは、わが国の行

政および産業が陥っているタコツボから這い上がるためにも避けて通れない道ではなかろ

うか。 

 

7. おわりに 

ドイツや米国の新産業革命の動きが早かったため、またも彼らの後塵を拝することにな

るのかという危惧に取りつかれていたが、本調査研究でその危惧は多少なりとも緩和され

たように思われる。それは、ドイツのように産官学の体制が整い、その活動も統合されて

いるとは言えないが、少なくとも産官の体制が整いつつあるといえるからである。 

しかし、科学技術基本計画をみると、多くの事項が盛り込まれており、サイバー空間と

いう言葉も使われてはいるが、行政にはよく理解されていないように思われるし、産業界

でも、ドイツのようにはサイバー空間は認知されていないように思われる。 

一方、ドイツであれ、米国であれ、産業革命という言葉通り、製造業起点の考え方に縛

られ、サービス化までは言及しているが、さらに踏み込んで消費者指向のマーケティング

まで視野に入れていなように思われる。もちろん、米国では、殊更マーケティングについ



 

 

総合知学会誌 Vo.2015/1 

237 

 

て云々する必要なないのかもしれないが。 

ただ、マーケティングについては、その言葉は聞かれないが、インダストリアル・バリ

ューチェーン・イニシャティブでは B2C あるいは C2C として認識されているのではなか

ろうか。だとすると、この点に関しては、まずはドイツには先んじてるのではかろうか。 
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